
1．はじめに
本稿は、近年における大学での障害学生支援が
いかなる障害モデルに立脚されながら展開されて
いるのかを、主な文献のレビューをとおして検討
することを目的にしている。
2016年 4月より「障害を理由とする差別の解
消の推進に関する法律」（以下、障害者差別解消
法）が施行されたことに伴って、大学における障
害学生支援は大きな転機を迎えたといえる。具体
的には、入試、修学など大学生活の全般において
障害を理由とした不当な差別が禁止されたことに
加えて、合理的配慮が法定義務、ないし努力義務
化されるに至った。
承知のように、障害者差別解消法第 6条に定め

る「障害を理由とする差別の解消の推進に関する
基本方針」として位置付けられている内閣府の基
本指針（2015年 2月 24日閣議決定）の中では、
この合理的配慮の提供は障害の社会モデルに従っ
たものであることが明示されている。すなわち、
同指針の「3．合理的配慮」の「（1）基本的な考
え方」の中で、「ア．合理的配慮は、障害者が受
ける制限は、障害のみに起因するものではなく、
社会における様々な障壁と相対することによって
生ずるものとのいわゆる『社会モデル』の考え方
を踏まえたもの（以下、略）」と、はっきりと
「社会モデル」という名称が用いられている。こ
こからも決して比喩レベルのものなどではなく、
「合理的配慮＝社会モデルによる支援」という明
確な法的位置づけがなされていることを確認して
おきたい（もっとも正確には折衷モデルという指
摘もある。例：愼、2016）。
それゆえに実際の支援提供の現場においては、

この点（社会モデルへの依拠）がどこまで意識さ
れ、そして具体的な支援の組み立てにおいても如
何に社会モデルの考え方がそこに反映されている
のか、という点が注目されることになる。もちろ
ん、法的位置づけがそうである以上は、原則はそ
の点を踏まえて支援が展開されるべきことはいう
までもない。そこからの逸脱は、法の否定や無視
になりかねない。しかし、理念的にはともかく実
際の支援内容に言及する段階において、社会モデ
ルへの依拠が大いに揺さぶられるということは十
分に予測できることも否定できないのである。と
いうのも、法が施行されて直後という移行期特有
の問題であるが、直ちに全面的な社会モデルへの
依拠に移行することはむしろ難しいこと、支援を
要する学生の障害種別によっては理念となる障害
モデルと実際の支援において依拠すべきそれとの
間に乖離が生じ得る、という現実が横たわってい
ると考えられるからである。本報告は、これらの
点に着目し、先行研究レビューをとおしてそこに
描かれている、支援現場で依拠せざるを得ない障
害モデルの現実を探ることを意図している。
なお、ここでいう「障害モデル」とは、障害学
生が抱える「困難さ」を如何なる現象として把握
するのか、その解釈を示すものとして位置付け
る。すなわち、それを純粋に医学的な現象として
見なすのであれば医学モデル、むしろ社会的な現
象（社会的障壁に起因すると考える）という側面
に力点を置くと社会モデル、さらには社会的な現
象の中でも特に文化的側面に着目し、その点を意
識した場合は文化モデル、といった各々の理解に
なる。当然、依拠すべき障害モデルに応じて障害
学生支援の中味や目標が左右されることになる。
本報告はこうした観点から、法が予定している障
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害モデルと、支援現場の現実の中で実際に土台に
している、あるいは土台にせざるを得ない障害モ
デルとの一致具合、あるいは乖離を探ってみるこ
とにしたい。

2．障害学生支援の動向

日本学生支援機構による全高等教育機関を対象
とした「平成 28（2016）年度障害のある学生の
修学支援に関する実態調査」の結果が、2016年 5
月 1日を期日にして実施されている。2016年 11
月 30日現在、その結果は同機構のホームページ
でもまだ公表されていない。そこで一つ前の年度
のものになるが、2016年 3月にまとめられた
（公表は 8月 25日）「平成 27（2015）年度障害の
ある学生の修学支援に関する実態調査」（日本学
生支援機構、2016 a）の結果をもとに障害学生支
援の現状について触れてみたい（調査対象 1,182
校で回収率 100％）。
それによれば、2015年度における障害学生数

は 21,721人になり、全学生（3,185,767人）に占
める割合、すなわち在籍率は 0.68％になる。
2014年度の 14,127人、0.44％という数字と比較
すれば、いずれともに大幅増であり、特に障害学
生数は前年比 54％（人数では 7,594人）の増加
で、同機構の調査では初めて 2万人の大台に乗っ
たことになる。障害種別を見てみると、今回より
カテゴリーとして独立した「精神障害」が 5,889
人を数えている他、最も増加した「病弱・虚弱」
が 6,432人でカテゴリー別でも最多になってい
る。一方、障害学生が在籍する高等教育機関は
880校にのぼっており、全校（1,182校）に占め
るその割合は 74.5％に達している。なお、それ
ぞれ 2014年度の数字（833校、70.3％）と比べて
増加しているのだが、特に在籍校数は 47校も増
えており、増加率は 6％になる。
なお日本学生支援機構は、平成 17（2005）年
度より継続的に障害学生支援の実態調査を実施し
てきているのであるが、それから平成 25（2013）
年度までの 9年間に亘たる推移を報告書にまとめ
ている（日本学生支援機構、2015）。それ（以下、
推移調査報告書）によれば、障害学生数について
は、2006年度の 4,937人から 2013年度の 13,449

人へと 2.7倍、在籍学校数は同じく 670校から
811校へと 141校増になっている。データのある
2006年度から見た場合、2015年度の数字は、障
害学生数で実に 4.4倍、在籍学校数は 210校増と
いうことになる。先述したように 2016年度のデ
ータはまだ公表されていないが、恐らくいずれの
数字も 2015年度のものより更に増えているのは
確実であると思われる。
林田は、2013年までの日本学生支援機構のデ
ータを踏まえたものではあるが、在籍する障害学
生数は 2005年度から 2006度にかけてのみ減少し
た以外は、ずっと右肩上がりに増え続けている理
由を次の 3点にまとめている。すなわち、①高い
学力を持った障害学生が増えたこと、②高等教育
機関が多様な学生を受け入れ始めたこと、③高等
教育機関の障害学生の受け入れ体制が整備された
こと、である（林田、2014）。これら 3つの要因
は、今後ともいっそう強まっていくものと思わ
れ、増加基調はこれからも継続していくことにな
るものと思われる。
もちろん、日本学生支援機構も自らプレスリリ
ースで指摘しているように、こうした数字の変化
は、調査票における回答方法の変更（例えば、先
述したように「その他」に含まれていた「精神障
害」を独立させ、かつその具体的な疾患を例示し
たこと、あるいは「病弱・虚弱」に例示されてい
た疾患名を「内部障害等」「他の慢性疾患」に分
類し、それぞれごとに例示を追加したこと等）に
よる影響も無視できない（日本学生支援機構、
2016 b）。しかし、そうであっても特に障害学生
数は、当面において増え続けることは十分に予測
される。日本学生支援機構の推移調査報告書
（2015）も指摘しているように、アメリカでは高
等教育機関で学ぶ障害学生の割合は 11.1％（2011
年－2012年のデータ）にも達しており、単純に
それと比較しても先の 0.68％という割合はまだ
アメリカの 16分の 1に過ぎないのである。
ただし、障害種別によって増加具合は異なって
いる。先述した日本学生支援機構による推移調査
報告書を見れば、増加の傾向は大きく二極化して
いることが理解できる。すわなち、「病弱・虚弱」
と「発達障害」が大きく伸びているのに対して、
それ以外の障害種別は増加傾向が緩やかである
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（日本学生支援機構、2015）。「精神障害」につい
ては、2015年度調査から設けられた種別なので、
その推移は今後を見極める必要はあるのだが、障
害学生の主流を成す障害種別が、これまでの「目
に見える visible」身体障害系のものから、身体障
害であっても「内部障害」や、あるいは「発達障
害」、「精神障害」のように「目に見えない invis-
ible」系統へと変化していっていることを示して
いる。
日本学生支援機構の推移調査報告では、在籍し
ている障害学生の中で実際に支援を受けている学
生数も示されている。そこから支援率（支援を受
けている学生数／在籍している学生数）を計算し
た石田と天野は、「病弱・虚弱」と「発達障害」
の場合、2010年度まで支援率は順調に上昇して
いったのが、2011年度より 3年連続で前年度を
下回っていることを指摘している（石田・天野、
2014）。同様のことは、推移調査報告書（2015）
でも、「支援を受けていない学生数」が 2006年度
以降増え続けており、「発達障害」などでは特に
その傾向が顕著である、という指摘がされている
ことからも伺い知ることができるだろう。
こうした傾向が生じる理由であるが、先の石田
と天野は 2つの可能性があると述べている。1つ
は受け入れが進んだが支援を必要としない学生も
増えているというものであり、もう 1つは受け入
れたにもかかわらず支援が十分に行き届いていな
いというものである。そして、石田と天野は後者
の可能性が高いことを指摘している（石田・天
野、2014）。つまり、急増する「病弱・虚弱」や
「発達障害」のある学生、あるいは「invisible」な
障害のある学生に支援提供が追いついておらず、
支援なしの状況に放置されている学生、すなわち
「支援を受けられていない学生」が少なくないと
いう可能性がそこに示唆されているのである。こ
こに、障害学生を受け入れる側の課題とそこに埋
め込まれた現場の苦悩が伺えるところである。
加えて言えば、「病弱・虚弱」や「発達障害」
のある学生が増えていることは、実際の支援にお
いては医学モデルに依拠せざるを得ないと思われ
る障害種別が占める割合が大きくなっていること
を意味している。実際に、日本学生支援機構の推
移調査報告では、発達障害学生への支援内容は、

授業内支援があまり実施されていない一方で、授
業外でのカウンセリング、保護者との連携、学習
指導、社会的スキル指導などが多いことが指摘さ
れている。またカウンセリングや社会的スキル指
導のように、必要なことではあるがどちらかとい
えば医学モデル的な支援内容に頼らざるを得ない
実態もそこから浮かび上がってきている（日本学
生支援機構、2015）。障害者差別解消法によって
社会モデルに立脚した合理的配慮の提供が意識さ
れるようになっているのであるが、上記のような
実態は、法的な理念（社会モデル）と実際の支援
（医学モデル）との間での乖離が大きく広がって
いく可能性を示唆しているともいえる。
なお更に付言すれば、休学、退学者の中には家
庭問題などが起因になって心身不調を起こし、休
みがちになったことが契機になることが少なくな
いとされる（川﨑ら、2014）。そのように考える
と、単純化できないとはいえども、精神障害、発
達障害のある学生がそのまま休学、退学につなが
ってしまうリスクは高いと思われる。障害学生支
援は中途退学防止という観点からもより重要にな
ってくることになるだろう。

3．障害モデルの種類、特に文化モデルを
巡って

ここでは、社会モデル、そしてまだあまり知ら
れていない文化モデルについてそれぞれ簡単に言
及するに留めたい。そもそも、社会モデルではデ
ィスアビリティは可動的なものであると見なさ
れ、「そうであれば人為的にディスアビリティを
下げることは可能であり、したがって重度障害者
を軽症化することができる」（秋風、2013 ; 168）
という発想がそこからもたらされることになる。
いうまでもなく、大学教育における合理的配慮の
提供もこの発想の延長線上に立っている。
なお川島によれば、英国の社会モデルはインペ
アメントとディスアビリティを全く関連性のない
ものとしてとらえ、障害者の困難は後者から起因
するものという図式に立つのに対して、米国の社
会モデルは、障害者の困難とはインペアメントと
ディスアビリティ（社会的障壁）との相互作用で
生じた不利益だと位置づけられる点に特徴がある

195



という（川島、2011、2013）。上野はこの川島が
いう米国の社会モデルに従って、次のような図式
を示している。すなわち、インペアメントを I
（impairment）、社会障壁を D（disability）、社会的
不利を H（handicap）と各々置くと、「障害の米
国社会モデル：H＝I×D」となる。そして、障害
学生の授業への参加可能率（上野は「社会参加可
能率（SP : Social Participation）」という用語を使
用）は SP＝（100-H）％、すなわち SP＝（100-I×
D）％となる。D が 0に近づけば、H は小さくな
りインペアメントの程度に関わらずに SP は大き
くなる。ここに合理的配慮（RA）を代入すれば、
RA は D を軽減するものなので、SP＝｛100-I×
（D-RA）｝％となるだろう（上野、2016）。この公
式から明らかのように、合理的配慮（RA）とは
D（社会的障壁）を軽減するものであって、合理
的配慮の導入とは以上の意味で大学教育の障害学
生支援を社会モデルに立脚せしめることと同義と
いうことになる。なお、以上の川島の社会モデル
理解について、それでは ICF などに代表される
折衷モデル（交互作用モデル）との異同が不明で
あるという批判があることには言及しておかなけ
ればいけないであろう（例：佐藤、2013）。
それはともかくとして、大学教育における障害
の社会モデルは、こうして修学上のディスアビリ
ティ軽減化を理論的に明示し得たのであるが、し
かしそこに新たな課題が浮かび上がってくること
が予測されるのである。以下に、秋風の主張を紹
介しながらこの点を考えてみたい。
秋風は軽度障害者の置かれている状況を社会学
的に分析することを試みているが、大学で学ぶ障
害学生の多くはこの軽度障害のカテゴリーに含ま
れることを考えれば、彼女の分析結果はそのまま
障害学生支援にも示唆を与えるものになってい
る。それによれば、上記の通り、合理的配慮の提
供などによってディスアビリティの除去やその軽
減化を果たすことで、就学上の困難を解消、ない
し緩和が可能になる。しかし、そうやって「軽症
化」された障害者は自らを価値あるものとして見
せかせる「補償努力」に余念がない場合が多いと
いう（秋風、2013）。この「補償努力」とは、石
川（1996）が用いたタームであり、障害のある身
体は取り返しがきかない以上は、何か代替物、た

とえば成績によって自己の価値を示めそうとする
ことを指す。ただし、秋風はどれだけ補償努力を
しても、その努力が十分な価値証明を獲得するこ
とまでに結び付けるのは至難の業だとも指摘す
る。というのも、いくら周囲が本人の頑張りを評
価したとしてもそれは「障害があるにもかかわら
ず、よく頑張っている」という程度のものに留ま
るからである。にもかかわらず障害者はその努力
を放棄することなく、補償努力を重ねることを自
らに課さざるを得ない。そうしなければ自己の尊
厳を獲得できないからである。
しかし、それは「まるでトレッドミルを回るハ
ムスターのごと」（秋風、2013 : 171）き苦行を意
味しているのは明らかであろう。障害学生の場合
は、支援を得ることはすなわち「補償努力」に向
けた一歩であり、逆説的に言えば絶えず周囲の評
価にさらされる契機を得たともいえるのである。
ようやく他者から評価され得られるスタートライ
ンに立ち、いよいよ必死になって補償努力に勤し
むことになるのだが、場合によってはそれに疲れ
ては支援を受けることを中断するということも起
こり得る。あるいは、支援を受けていながら「補
償努力」を全くしない学生に対しては周囲から冷
たい目が向けられることになる。
この「無限と思われるループを降りる方法」

（秋風、2013 : 172）として秋風が期待するのが
「異化＆統合」の戦略である。この「異化」路線
を戦略的に見いだすべく主張されたのが、すなわ
ち文化モデルということになる。ここで、その日
本における代表的な研究者とされる倉本の「障害
者文化」の定義を紹介しておきたい。すなわち、
それは「障害者が担っている文化、生きている文
化」（倉本、2000 : 100）であり、手話や点字がそ
うであるように障害者の身体によって規定されて
いる要素が大きいものである。身体規定性がある
ということは、インペアメントの種類毎に異なる
障害者文化が存在しているともいえる（倉本、
2000）。すなわち、言い換えれば「インペアメン
ト文化」ということにもなる（松岡ら、2011）。
なお、ここでいう「文化」とは、慣習化された行
為・行動様式、ルール・価値観、芸術作品などの
生産物を総称しているものとされている（倉本、
2000）。こう考えると、インペアメントとは、実
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は文化的差異を示すメルクマールに過ぎないとい
う意味づけも可能になるだろう。
障害の文化モデルは、この社会が健常者文化を
含めた多様な文化から構成されていることを主張
することを可能とする。同時に、それは多文化共
生的なアプローチの必要性を強調することにつな
がる（手賀・澤田、2015、松岡ら、2011）。イン
ペアメント文化が健常者文化と共生すること、そ
れは私たちの社会の中で多文化共生的に障害者も
「同化」されることを意味するだろう。すなわち、
それは秋風の言う「異化＆同化」の実現になる。
これを大学における障害学生支援に適用すれ
ば、次のようなことが言える。すなわち、障害学
生が合理的配慮を提供されて、ディスアビリティ
が軽減緩和されたとしても上記のような「補償努
力」から逃れないとすれば、そこから解放される
ためには他者からの異なる評価を勝ち取る必要が
ある。それこそが「異なる文化の担い手」という
評価、アイデンティティであり、障害学生がそう
した自己アイデンティティを、誇りをもって醸成
し、周囲もそれを尊重していく、ということこそ
が文化モデル的な障害学生支援の目標ということ
になる。

4．障害学生支援と障害モデル

（1）社会モデル
障害学生支援に関わる近年の先行研究をレビュ
ーし、それらがどのような障害モデルを主張して
いるのかを検証してみることにしたい。筆者が当
たった限りなのではあるが、結果的に障害モデル
自体に言及があったのは、3つの研究だけであっ
た。そしてそれらのうちの 2つが社会モデルにつ
いてであり、三島（2015）は英国大学の取り組み
が社会モデルに立脚していること、そして松岡
（2016）が障害者差別解消法施行後における日本
の大学でも、社会モデル的な視点に基づいた「環
境介入」としての展開が求められてくることを指
摘している（残る 1つは、折衷モデルの箇所で触
れる森本論文（2016）である）。ここでは、前者
の三島論文の内容について詳しく見ていきたい。
三島（2015）は英国ケンブリッジ大学の「障害
学生支援センター」（Disability Resource Centre :

DRC）を訪問し、そこで研修を受けた経験を報
告している。DRC はケンブリッジ大学に在籍す
る 1,647人（学部生 1,113人、大学院生 534名：
2013年時点）の障害学生を支援している部署で
ある。同大には、英国で 2010年に成立した「平
等法（Equal Act）」に基づく部署（「平等・多様
性課」）も設けられており、その部署も DRC と
同じく障害学生への支援に関わる部門になってい
る（なお、1995年に制定された「障害者差別禁
止法（Disability discrimination Act）」は 2010年に
先の「平等法」に移行した）。このように、障害
という観点から支援する部署と、マイノリティ支
援というアプローチで関わる部署が併存し、両者
が障害学生支援をカバーし合っている点が大きな
特徴になっている。
そして、ケンブリッジ大学 DRC の支援は社会

モデルに基づくものであることが、ホームページ
でも明記されているのである（三島、2015）。三
島自身は、社会モデルに基づく障害学生支援がい
わば「当たり前」であるかの如くであって、特に
DRC での体験を踏まえての「感想」の中でも障
害モデルについて言及することはない。しかし、
その「感想」の中で、教職員、学生あるいは学生
の家族も含めて「差別意識の撤廃や障害学生支援
に対する正しい理解」の必要性が日本における今
後の課題であると言及されていることから鑑みて
も、社会モデルに基づく障害学生支援像というべ
きものを関係者の中で共通理解として醸成し、そ
れを土台にしながらの支援展開が欠かせないこと
を間接的に述べているとも言えよう。
なお、具体的な社会モデルへの言及はなかった
のだが、その内容からして障害学生支援を社会モ
デル的な考え方に立脚しながら構想していると考
えられたものを紹介したい。その 1つの山下
（2016）は、アクティブ・ラーニングの導入が発
達障害学生支援に与える影響を検討している。承
知のように、2012年 8月の中央教育審議会の答
申「新たな未来を築くための大学教育における質
的転換に向けて～生涯学び、主体的に考える力を
育成する大学へ～」を受けて、学生が能動的、主
体的に問題を発見し、解決していく参加型のスタ
イル、いわゆるアクティブ・ラーニングが推進さ
れようとしているのであるが、発達障害の特性を
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考えた場合にそうした参加型の授業であるがゆえ
の困難に直面する危惧を覚えるであろう。という
のも山下が指摘しているように、従来のような受
け身のスタイルから学生が参加するスタイルに転
換することは、対人関係やコミュニケーションに
おいて困難を抱える発達障害の学生にとっては苦
痛を増す可能性があるからである。
以上の問題意識を受けての山下の結論は、アク
ティブ・ラーニングの導入は、「学生の『やる気』
を引き出すような教材、教授法、評価方法」（山
下、2016 : 4）が鍵になるのであって、そのため
にも授業の目的や評価基準の明確化が欠かせない
のであり、それは発達障害の学生にとってむしろ
学習へのアプローチが容易になる可能性を秘めて
いるというものである。もっといえば、そうした
可視化、明確化は、障害の有無に関係なくすべて
の学生にとって恩恵をもたらすものであるという
ことになる（山下、2016）。
この山下の報告では、既述したように社会モデ
ルへの直接的言及は一切なされていない。しかし
以上に見てみたように、アクティブ・ラーニング
におけるその手法の工夫や改良が発達障害学生へ
の合理的配慮につながるという視点は終始一貫し
ており、言い換えれば発達障害学生の抱える困難
というものは環境要因＝障壁に左右される、とい
う見方（社会モデル）を土台にしているものとい
う評価ができるであろう。
なお付言すれば、この山下の報告は発達障害学
生の「生の戦略」を反映した支援の必要性に言及
したものという解釈も成り立つのである。つま
り、一律には言えないにしても何事にも曖昧さを
苦手とし、逆に明確さをもって「生きること」へ
の対処を試みてきた彼・彼女たちの「生きるため
の戦略」にマッチした配慮を講じている、とも考
えられる。その意味では、この報告は文化モデル
にも言及しているという理解が成立し得る。
最後に、秋元ら（2016）による日本語学習者へ

の合理的配慮提供について紹介してみたい。この
場合は厳密にいえば大学教育という範疇から逸脱
しているのであるが、大学をはじめとした高等教
育機関においてそうしたケースに遭遇することが
少なくないことを考慮してここで取り挙げてみ
る。秋元らは、日本を含む 13か国の視覚障害の

ある日本語学習者の支援状況を調査し、そこから
教材整備と支援体制構築が大きな課題になってい
ることを示している。その結論からみる限り、視
覚障害のある日本語学習者の合理的支援を明確に
環境要因に属するものとしてとらえており、社会
モデルへの言及こそないのであるが、その報告内
容は同モデルに忠実であるとみなしてもよい。
ただこの秋元らの報告では、点字にまつわる課
題が触れられており、教える側が点字を読めな
い、点訳が難しいといった支援上の困難の言及が
なされている。この点に関しては、点字というイ
ンペアメント文化的な要素が関わってきているこ
とには留意したい。つまり、文化モデル的な要素
もそこに見いだすことは不可能ではないのであ
る。

（2）医学モデル
丹治・野呂（2014）は、大学もしくは学会発行
の雑誌、出版社から発行された、投稿規定もしく
は執筆要領が定められた雑誌、あるいはまた商業
誌を対象に、CiNii で「発達障害 and 学生」など
のキーワード検索でヒットした論文から更に絞り
込んで具体的な支援内容の言及がある論文を対象
に、支援内容別の支援方法や支援体制の分析を行
っている。そこで最終的に選ばれた論文は 31本
であり、合計 96の事例がそれらの論文で記載さ
れていたのであるが、それらをもとにした彼らの
考察から本稿のテーマに関連して興味が引かれる
のは、支援の多くはカウンセラーが主体であり、
かつ「保健管理センターや学生相談室などメンタ
ルヘルス支援を担う部署を中心に行われていた」
（丹治・野呂、2014 : 156）という指摘であろう。
もちろん、他の部署などとの連携に関する言及は
あるにしても、発達障害学生に対しては心理職主
導の支援体制が実際に構築されて、機能している
ことを示唆しているといえる。
心理職主体の支援体制が特定の障害モデルに直
結するという短絡的な思考は避けるべきではある
が、やはり多くの事例でカウンセリングや発達障
害のインペアメント自体を補うスキル中心の支援
が行われていたという点からしても、丹治・野呂
の報告には障害モデルの具体的な言及はないので
あるが、発達障害学生支援の現場では医学モデル
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的な展開が主流であることを指摘しているものと
言えよう。
なお、障害学生支援の現場で医学モデルが主流
であるとすれば、実際にノートテイカーなどの支
援にあたる学生もまたそうした医学モデルに従順
なのであろうか。あるいは彼・彼女たちは異なる
モデル、例えば社会モデルに対してより親近感を
抱いているのであろうか。この点で注目すべき
は、溝曽路・河内の研究であろう。溝曽路・河内
（2014）は、大学生が聴覚障害学生支援に関わる
行動意図に関する要因を、質問紙調査を実施して
検証している。それによれば、「行動意図」（「活
動継続意図」、「グループ活動意図」、「支援継続意
図」（「卒業後も関わりたい」等））に対して、「援
助の効果認識」のうちの 1つである「援助効果」
（「聴覚障害学生が授業を理解するのに役立ってい
る」等）は、重回帰分析の結果、先の 3つの下位
概念に対して影響を与えていなかったことが示さ
れている。むしろ、「援助の効果認識」のもう 1
つの下位概念である「グループ効果」（「通訳者派
遣できない講義をなくすに役立っている」と「支
援グループの活動に役立っている」）が、「行動意
図」のいずれの下位概念に対しても有意な決定係
数を示したことが報告されている。また、これら
のうちの「グループ効果」は同じく重回帰分析の
結果、「援助成果」の 2つの下位概念（「人間関
係」と「自己の強化」）のいずれにも有意な説明
変数であることが示された一方で、「援助の効果
認識」のもう 1つの下位概念である「援助効果」
の方は「自己の強化」のみに有意な影響を及ぼし
ていることが述べられている。
以上から、溝曽路と河内は、「援助の効果認識」
が「援助成果」に影響を与え、「援助成果」は
「行動意図」にさらに影響を及ぼすというモデル
（援助成果モデル）が実証された、と指摘してい
る。しかし、上にも見たように、「援助の効果認
識」であっても「援助効果」ではなく「グループ
効果」の方により説明力があったことを踏まえれ
ば、聴覚障害学生支援においては実際に支援それ
自体の効果よりも、支援を通して支援体制に自分
たちの働きが貢献できているという意識の方が支
援学生にとってより大きな原動力を有しているこ
とを示唆していると言える。

このことを障害モデルの問題に当てはめて見れ
ば、支援学生の支援を継続する原動力は、医学モ
デル的な意味での聞こえないことの補完、あるい
は社会モデル的な意味での社会的障壁の解消から
は直接的には導出されない可能性がある、という
ことが示唆されている。少なくとも、上記の溝曽
路・河内の研究からは、障害学生支援にあたる学
生たちは障害モデルに関しては「中立的」である
といえるのかもしれない。

（3）折衷モデル
次に、岡田（2014）は、発達障害、中でも特に
自閉症スペクトラム障害（ASD）に焦点を当て
て、ASD の学生の特徴、大学での支援について
言及を行っている。岡田は障害者権利条約が国連
総会で制定されてから、2012年に公表された文
部科学省の「障がいのある学生の修学支援に関す
る検討会」報告書（一次まとめ）までの流れを踏
まえて、大学における合理的配慮とは「社会的障
壁をできる限り小さくするように、環境整備する
こと」であると述べ、社会モデルという言葉こそ
使っていないにしても、社会モデル的な支援が求
められることをまずは述べている。しかし、それ
を踏まえながらも実際に ASD の学生に対する支
援内容は、発達障害の特性を反映してか、必ずし
も社会的障壁の最小限化にとどまらず、インペア
メント自体の補完もカバーしたものになっている
ことを示している。
また岡田は、支援のコーディネータ機能を担う
部署は、大学によって多少の相違が生じることは
当然としつつも、「学生相談室が発達障害のある
学生に対する支援活動を展開できる可能性は大き
い」（岡田、2014 : 125）と述べる。その理由は、
「個人面接のみならず、その規模によって、スキ
ルトレーニング等のグループ活動の企画や実施、
セミナーの開催、ピア・サポートの拠点」（岡田、
2014 : 125）作りという実績に裏付けがあるとう
いことになるだろう。しかし、そこには学生相談
室が、医学モデル的な支援のみならず、一種の環
境介入的な支援までカバーし得るリソースを有し
ている、ということが暗示されているようでもあ
る。換言すれば、学習障害にはそのインペアメン
ト自体とその環境の双方に働きかけるという、折
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衷モデル的な支援を行わざるを得ない状況がある
以上は、それを可能とする潜在性を有する具体的
な部署がちょうど学生相談室として用意されてい
る、ということになる。
仲（2014）は、1999年に福田真也による「ち
ょっとかわった学生」として発達障害学生を取り
上げた報告、これが日本における大学教育の中で
発達障害について初めて焦点が当てられたものと
されるのだが、それ以降の様々な研究や各大学に
おける実践を丁寧に敷衍している。そこでは、障
害モデルについての言及はなされていないが、合
理的配慮の説明の中で次のような記述があること
には注目すべきであろう。すなわち、合理的配慮
を障害者権利条約の条文から引用する形でその定
義を行った後に、米国での取り組みを報告した研
究に言及し、そこでは学生の特性に応じて協力を
可能とならしめる環境調整が実施されることを強
調し、次のように述べているのである。すなわち
「大学における修学支援は、合理的配慮と環境調
整が相乗的に機能することが望ましい」と（仲、
2014 : 167）。
この仲の説明から、合理的配慮と環境調整が別
の並立した概念という位置づけが見いだせるので
あるが、それは合理的配慮が各学生の事情に応じ
て実施されるという意味で個別性の高いものであ
る一方で、環境調整の方は例えばスロープ設置な
ど個別性よりも不特定多数への全体的な配慮にな
っている、という理解がそこにあるものと思われ
る。もちろん、個別的な配慮と不特定多数への配
慮への区別が社会モデルからの逸脱になるわけで
はない。ただ、仲は今後、就労支援が発達障害学
生支援において大きな課題に浮かび上がってくる
ことを強調している点には注目すべきだろう。そ
の関連で、職業カウンセリングや適切なジョブマ
ッチングのみならず、障害学生の能力を最大限に
伸長させ、「最大限までに発達させていく」（仲
2014 : 173）ことの重要性を述べている。この指
摘の最後部分は、職業的、教育的リハビリテーシ
ョンを意味することになり、そこには社会モデル
のみに依存できず、リハビリテーション＝医学モ
デル的な支援をも視野に入れた支援の展開が不可
欠となるという発達障害学生支援の現実的な特徴
が発露されていると言えるだろう。

さらに森本（2016）は、合理的配慮の提供をポ
ジティブ・アクション、すなわち障害学生への
「特別扱い」という性質が込められていることは
否定できないとし、「逆差別」感を健常学生に抱
かせてしまう危惧があることを指摘する。この点
を払拭するためには、特定の層（障害学生）のた
めの支援ではなく、全ての国民（＝すべての学
生）のための支援という捉え直しが不可欠である
とし、そのためには「すでに起こっている『障害
への対応』から、潜在的な可能性をも含む『障害
リスクへの対応』」（森本、2016 : 39）という転換
が重要になると説く。この森本の主張は、障害学
生支援の現実的な展開を考える上で非常に示唆に
富むものであることは間違いない。ただ、障害学
生の置かれている学ぶ権利が侵害される事態の解
消、という合理的配慮の目的が、こうした障害学
生支援の位置づけによって相対的に薄れてしまっ
ていることも否定できないところである。
さて、この森本の論文が立脚する障害モデルは
何であろうか。論文の中で、ICF への言及が行な
われ、「個性と環境の『ミスマッチ』」として障害
をとらえることが推奨されている。その上で、森
本は誰でもこのミスマッチに陥る可能性があるこ
とを認識し、そのリスクを解消すべく、ここでは
聴覚障害を取り上げて広く手話言語の普及を提唱
しているのである。大学において聴覚障害学生支
援には要約筆記支援が主要であるのだが、手話言
語を普及させることによって、だれでも聴覚障害
を有した場合に生活（授業）に困るというリスク
を解消できる、という発想は、後述する文化モデ
ル的な要素がそこに見られることは言えそうであ
る。ただ、森本自身は ICF のコンセプトを重視
しているところから、ここでは折衷モデルとして
位置づけておくことにしたい。

（4）文化的視点と文化モデル
奈良（2014）は、高校時代と大学での学びには
質的な違いが存在しているという。例えば、視覚
障害者の場合、点字教科書が当たり前のものであ
ったのが、大学に入ると、「要望しなければ、提
供されないもの」への変わってしまう（奈良、
2014 : 183）。一方で、聴覚障害者が PC テイクを
利用することで、高校時代とあまりにも違うその
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情報量の多さに驚くケースもある。そこで、奈良
は、大学に置かれる障害学生支援コーディネータ
に、異なる質的な学びの仲介人としての役割を期
待する。
大学がインクルーシブな環境にあること、まさ
にその最先端にあることを奈良は評価する。しか
しそうであるからこそ、異なる立場でのぶつかり
が当然のように生じてくる。奈良は、立場が異な
るが故の対立現象として、視覚障害者へのパワー
ポイント教材の事前提供の問題を取り上げてい
る。つまり、教員から見れば、研究の成果として
の側面を持つパワーポイントをいくら合理的配慮
で必要だからといっても、おいそれと提供できる
ものではない。しかし視覚障害者からすれば、こ
うした教員の躊躇は「理解がない」ものとして映
ることになる。当然、この両者の間にも仲介人が
入ることが重要な意味を持ってくることになる。
以上のように、奈良は「異なる二つの文化を交
渉による仲介する役割」が障害学生支援に不可欠
であることを、この短いエッセイにおいて強調し
ている。ただし、ここでいう「文化」とは、障害
のあるなし、あるいはインペアメントの異なる種
別によって生成されるそれではなく、むしろ異な
る立場、あるいは環境というニュアンスで使って
いるように思われる。しかし、「仲介人」という
位置づけを提示した点で奈良のエッセイはユニー
クな指摘の文献であることは間違いない。
ただそれにしても、今回のレビューの限りにお
いて、文化モデルまでも明確に踏み込んだ言及が
なされた研究は見当たらなかった。ここからは、
海外での社会モデルを明確に意識した障害学生支
援の紹介と日本でも法制度の変化に伴って同じ方
向にいくべき必要性が言及されつつも、実際の支
援においては依然として医学モデルが中心である
し、あるいは上記の法制度の動きに呼応して社会
モデル的要素も勘案されつつも、特に発達障害学
生支援においては医学モデルと社会モデルを折衷
したとらえ方で現実的であるし、かつその方向で
の支援が模索されている現状が浮かび上がったと
言えるのではないだろうか。

5．おわりに－考察に代えて

以上、先行研究レビューしてきた結果をまとめ
てみたい。まず、障害者差別解消法の導入によっ
て社会モデルが意識されるようになっていること
は否定できないところである。しかし、実際の支
援においては医学モデル的な支援を完全に否定し
きれていない現状を踏まえざるを得ないこと、そ
こから現実的には社会モデルとの共存、すなわち
折衷モデルに依拠するという模索が求められてい
る障害学生支援の状況をも示しているように思わ
れる。ましてや文化モデル的な視点、つまりキャ
ンパス内での多文化共生アプローチの展開までを
視野に入れた指摘は、部分的にはあったとしても
やはり数は少なかったことは否めない。ゆえに今
後は、社会モデルに力点を置きつつも医学モデル
との並立、換言すれば折衷モデル的な障害学生支
援が主流を占めていくことになるのではないかと
予測される。支援現場の多くは、実際にそのよう
に意識しているであろう。
そうは言いつつ、文化モデルについては現状で
は様々な限界はあるにしても、大学における障害
学生支援の中でそれに立脚しての支援展開には一
定の意義を認める余地があるのではないかと思わ
ざるを得ない。そこで最後に、情報公開・発信と
の関連で文化モデルに基づいた障害学生支援の意
義を強調して本稿を終えることにしたい。
林田（2014）は全国の国公立および私立大学の

1,239校（短期大学含む）のうちホームページを
開設していた 1,027校を検証した結果を報告して
いるが、それによれば障害学生支援の情報ページ
を開設していたのは 3割（29.9％）の 307校にと
どまっていた。冒頭で紹介したように 2015年度
で障害学生が在籍している高等教育機関は 880校
あったことを考えれば、ネットによる障害学生支
援の情報開示は実に半数以下に過ぎない。そし
て、トップページから直接障害学生支援のページ
にリンクされていたのは 307校のうちのわずか 5
校（307校の 1.6％）に過ぎなかった。林田が指
摘しているように、大学に進学する障害者が増加
していることを考えれば、こうした公開状況やア
クセシビリティ上の制約は大学に進学する意欲を
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持つ障害者のニーズに応えているとは言い難い。
インターネットが今日において強力な情報収集ツ
ールであることを考えれば、障害学生支援の情報
発信について大きな課題がそこにあることは間違
いないところである。
更に情報発信において問われてくるのは、何を
発信するのかという中身の問題であろう。もちろ
ん、具体的な支援対象、支援内容や場面、支援体
制や各種支援を利用するにあたっての手続きなど
も発信するに欠かせない情報になる。それらに加
えて、何よりも当該大学がどのようなポリシーに
基づいて障害学生支援を行っているのかという理
念的な要素もまた発信に値する情報になるのでは
ないだろうか。というのも、障害学生支援が有し
ているインクルーシブ社会創出にむけた福祉的教
育的な機能というものに着目した場合に、一般の
認知を促進していくことも、障害学生支援の情報
発信における重要な役割になってくると考えられ
るからである。情報発信においてそうした役割を
果たし得るとすれば、それは障害学生支援の理念
やポリシーに触れた箇所になるであろう。
滝吉と五十嵐（2015）は、たとえ同じ大学に学
ぶ一般学生が障害学生支援を肯定的に受容してい
たとしても、支援は直接自分とは関係ないものと
してとらえる傾向と、自らも学生の立場から必要
であれば支援に関わることも厭わないという傾向
とに区別できるとする。そして、滝吉と五十嵐が
国立大学の学生を対象に実施した調査では、障害
学生との関わりには消極的であっても、観念的レ
ベルでは障害学生支援に許容的であったことを報
告している。そして、それは先行研究においても
同様であるとし、「障害者とともに生活すること
や、ボランティアに参加することなど、自分自身
が障害者と直接的なかかわりを持つことに対して
抵抗はあったとしても、自分自身とは直接的なか
かわりの薄い、障害者も社会参加するべきだと
か、地域の環境を整えることはいいことだ」（滝
吉・五十嵐、2015 : 484）という消極的な意識が
存在していることを示しているという。そうした
意識の存在は、キャンパスの中にとどまらずその
外部、すなわち一般社会においてもそうであるこ
とが容易に推測できる。いうまでもなく、インク
ルーシブな共生社会を育むうえで欠かせないの

は、必要であれば自己関与さえを辞さないという
ほどの覚悟を持った許容であることは明らかであ
る。
以上を踏まえて障害学生支援の情報発信を考え
た場合、おそらく障害者差別解消法の施行を受け
て、社会モデルが当該大学における障害学生支援
の理念と関連させて言及されることが多くなるの
は当然であろう。もちろん、それ自体は障害学生
の教育を受ける権利保障という観点からも大いに
奨励されるべきことである。ただし、上記したよ
うに一般において広く「自己関与の低い許容」意
識が蔓延する中では、社会モデルを強調してもこ
の種の意識をただ強化するだけで終わってしまい
かねない危惧がある。それ故に社会モデルを基軸
とした障害学生支援の情報発信に何らかの工夫を
加味する必要がありそうである。
もし、障害の文化モデルをそこに味付けとして
加えてみた場合、障害に関連した文化の多様性、
言い換えれば人間が有する多様性の存在をも強調
できる可能性はある。社会モデルによる権利性に
加えて、文化モデル的に多様性尊重の要素を加味
しながら各々の大学の障害学生支援ポリシーを紡
ぎ、それを広く情報発信していくことは、障害学
生支援というものが単に進学や支援利用を考える
障害者のためにあるのではなく、キャンパスとそ
してその外に広がる世界の双方を、多様性に満
ち、包摂的な社会にしていくための重要な道筋で
あることを示す機会になると考えたい。

本報告は、科研費（16 K 04224「大学における
インペアメント文化を尊重する合理的配慮マニュ
アル作成に関する研究」）の助成を受けたもので
ある。
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A study on the disability models in the support system
for students with disabilities at universities in Japan

Katsuhisa Matsuoka*

ABSTRACT

The purpose of this study is to examine whether disability models are actually being used
in supporting university students with disabilities in Japan through a review of recent Japa-
nese literature. Disability models explain the difficulties faced by people with disabilities.
Typical examples include medical, social, and cultural models. In particular, the social model
considers that social barriers cause these difficulties ; to the contrary, the medical model con-
siders them medical phenomena.
In April 2016, the Act on the Elimination of Discrimination against Persons with Disabili-

ties came into effect in Japan. Consequently, there is no doubt that the social model will be-
come mainstream in support systems for students with disabilities at universities in the future.
However, the review of previous research revealed the fact that, especially for students with
developmental disabilities, relying on the social model in parallel with the medical model is
inevitable. In this paper, we also consider the significance of introducing a cultural model that
emphasizes impairment culture to support systems for students with disabilities at universities.
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